
平成２８年度第２四半期決算 社長談話

北海道を直撃した一連の台風により、北海道全体が大きな被害を受けました。

大きな被害を受けた皆様に心よりお見舞い申し上げます。当社鉄道施設も甚大な被

害を受けましたが、現在は、石勝線・根室線（トマム～芽室）について年内復旧を

目指し、懸命に作業を進めているところです。

今年度上期は､日々の輸送の安全を確保しつつ､「安全投資と修繕に関する５年間

の計画」等に基づき、安全の再生に向けた取り組みを着実に進めました。また、

実質的な開業初年度となる北海道新幹線については、安全で円滑な運行と開業効果

の最大化に取り組み、着実にご利用のお客様が増加しました。

今年度は事業計画において１７５億円の経常赤字という厳しい見通しであったこ

とから、資金確保のための自助努力として子会社株式の売却等を行ってきましたが、

台風被害により第２四半期決算に影響が現われ、更に通期業績予想については事業

計画から大幅に下方修正することとなりました。

第２四半期の鉄道運輸収入は、台風被害による影響はあったものの、北海道新

幹線の開業効果などにより増収となりました。営業費用は新幹線に係る経費のほか

安全基盤の強化に向けた修繕費や減価償却費などにより増加しました。

この結果、営業損益は前年より大幅に悪化した大変厳しい結果となりました。

営業外損益は、安全投資や修繕に必要な資金確保のための経営安定基金資産の

評価益実現化を実施しなかったことにより大幅に減少し、第２四半期の経常損益と

しては平成１０年度以来１８年ぶりの赤字となりました。

今年度の通期業績予想は、北海道新幹線のご利用は順調に推移していますが、

台風被害による減収やバス代行経費の増加、安全投資による減価償却費の増加など

により、経常損益は事業計画より大幅に悪化する見通しです。

また、特別損失に多額の災害復旧経費を見込まざるを得ず、災害復旧事業費補助金

を申請するほか、上期に子会社の株式売却益等５９億円を確保したものの、当期純利益

は事業計画よりも更に悪化した９８億円の純損失と見通します。

下期は引き続き、安全の再生と台風被害箇所の復旧に全力を挙げることを最優先

とした取り組みを進めるとともに、冬期の安全・安定輸送対策にも取り組みます。

平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 ４ 日

北海道旅客鉄道株式会社

代表取締役社長 島田 修



平成28年度 第2四半期決算と通期業績予想について

平成28年11月4日

北海道旅客鉄道㈱

【 単 体 】【 単 体 】【 単 体 】【 単 体 】

○第２四半期決算のポイント

・営業収益は、台風災害による減収がありましたが、新幹線の開業効果などにより前年を

上回りました。

・営業費用は、新幹線に係る経費のほか安全基盤の強化に向けた修繕費や減価償却費などに

より増加しました。

・営業外損益は、経営安定基金資産の評価益実現化を実施しなかったことにより大幅に減少

し、第２四半期の経常損益としては平成10年度以来18年ぶりの赤字となりました。

・特別利益に札幌駅総合開発(株)の配当金及び株式売却益を計上しましたが、四半期純利益

は前年を大幅に下回りました。

○通期業績予想のポイント

・北海道新幹線のご利用は順調に推移していますが、台風被害による減収やバス代行経費の

増加、安全投資による減価償却費の増加などにより、経常損益は事業計画より大幅に悪化

する見通しです。

また、特別損失に多額の災害復旧経費を見込まざるを得ず、災害復旧事業費補助金を申請

するほか、上期に子会社の株式売却益等５９億円を確保したものの、当期純利益は事業計画

よりも更に悪化した９８億円の純損失と見通します。

(単位：億円)

第2四半期決算 通期業績予想

前年実績 実 績 増 減 事業計画 通期業績予想 増 減

(a) (b) (b-a) (c) (d) (d-c)

営 業 収 益 415 455 39 920 882 △ 38

[うち鉄道運輸収入] [ 337] [ 372] [ 35] [ 750] [ 712] [△ 38]

営 業 費 用 566 627 60 1,385 1,415 30

[う ち 修 繕 費] [ 114] [ 128] [ 14] [ 347] [ 347] [ 0]

[うち減価償却費] [ 82] [ 116] [ 34] [ 225] [ 247] [ 22]

営 業 利 益 △ 150 △ 172 △ 21 △ 465 △ 533 △ 68

営 業 外 損 益 276 162 △ 113 290 298 8

[うち基金運用収益] [ 230] [ 117] [△ 112] [ 226] [ 226] [ 0]

[うち特別債券利息] [ 27] [ 27] [ 0] [ 55] [ 55] [ 0]

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益 125 △ 10 △ 135 △ 175 △ 235 △ 60

特 別 損 益 0 55 54 127 133 6

税 引 前 当 期 ( 四 半 期 ) 純 利 益 125 44 △ 80 △ 48 △ 102 △ 54

当 期 ( 四 半 期 ) 純 利 益 125 44 △ 80 △ 44 △ 98 △ 54

【 連 結 】【 連 結 】【 連 結 】【 連 結 】

(単位：億円)

第2四半期決算 通期業績予想

前年実績 実 績 増 減 年初業績予想 通期業績予想 増 減

(a) (b) (b-a) (c) (d) (d-c)

営 業 収 益 850 857 6 1,725 1,695 △ 30

営 業 利 益 △ 105 △ 126 △ 20 △ 400 △ 440 △ 40

経 常 利 益 151 20 △ 130 △ 125 △ 160 △ 35

親会社株主に帰属する当期(四半期)純利益 136 2 △ 133 △ 50 △ 120 △ 70

（参考）第2四半期決算 ： 平成28年4月1日から9月30日まで

通期業績予想 ： 平成28年4月1日から平成29年3月31日まで
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平成28年度 第2四半期決算について

（平成28年4月1日から9月30日まで）

平成28年11月4日

北海道旅客鉄道㈱

１．単体損益計算書

(単位：億円)

平成２７年度 平成２８年度 増 減 比率(％)

営 業 収 益 ４１５ ４５５ ３９ １０９.４

鉄 道 運 輸 収 入 ３３７ ３７２ ３５ １１０.６

関 連 事 業 収 入 ３８ ３０ △ ８ ７８.７

そ の 他 収 入 ３９ ５１ １１ １２９.８

営 業 費 用 ５６６ ６２７ ６０ １１０.７

人 件 費 ２３２ ２３２ ０ １００.１

動 力 費 ２４ ２１ △ ３ ８７.６

修 繕 費 １１４ １２８ １４ １１２.３

諸 税 １５ １５ ０ １００.４

減 価 償 却 費 ８２ １１６ ３４ １４２.５

そ の 他 費 用 ９７ １１２ １４ １１５.２

営 業 利 益 △ １５０ △ １７２ △ ２１ －

営 業 外 損 益 ２７６ １６２ △１１３ ５８.８

(うち経営安定基金運用収益) （ ２３０） （ １１７） （△１１２） （ ５１.１）

(うち機構特別債券受取利息収益) （ ２７） （ ２７） （ －） （１００.０）

経 常 利 益 １２５ △ １０ △１３５ －

特 別 損 益 ０ ５５ ５４ －

税引前四半期純利益 １２５ ４４ △ ８０ ３５.８

法人税､住民税及び事業税 ０ ０ ０ １３９.８

四 半 期 純 利 益 １２５ ４４ △ ８０ ３５.３

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

２．鉄道輸送量及び鉄道運輸収入

(単位：百万人､百万人ｷﾛ､億円)

平成２７年度 平成２８年度 増 減 比率(％)

定 期 ４０ ４０ △ ０ １００．０

輸

鉄 送 定 期 外 ２８ ２９ １ １０２．２

人

道 員 (百万人)

合 計 ６８ ６９ １ １００．９

輸

定 期 ７７０ ７６７ △ ３ ９９．６

送 輸

送 定 期 外 １，４１５ １，４６４ ４８ １０３．４

量 人

ｷﾛ (百万人ｷﾛ)

合 計 ２，１８５ ２，２３０ ４５ １０２．１

定 期 ５７ ５７ △ ０ １００．０

鉄
（うち新幹線） （ －） （ ０） （ －） （ －）

道
定 期 外 ２７９ ３１５ ３５ １１２．８

運
（うち新幹線） （ －） （ ６４） （ －） （ －）

輸

収
(億円)

入
合 計 ３３７ ３７２ ３５ １１０．６

（うち新幹線） （ －） （ ６４） （ －） （ －）

(注)1. 輸送人員･人キロ及び鉄道運輸収入には新幹線を含んでおります。

2. 鉄道運輸収入は億円未満を切り捨てて表示しております。
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３．単体貸借対照表

(単位：億円)

平成２７年度 平成２８年度

増 減

比 率

期 末 第２四半期末 (％)

[ 資 産 の 部 ]

流 動 資 産 ２８８ ２９６ ７ １０２.６

固 定 資 産 ３，１６４ ３，０９９ △ ６５ ９７.９

経 営 安 定 基 金 資 産 ７，８１２ ７，６６０ △１５２ ９８.１

機 構 特 別 債 券 ２，２００ ２，２００ － １００.０

資 産 合 計 １３，４６６ １３，２５６ △２１０ ９８.４

[ 負 債 の 部 ]

流 動 負 債 ５１２ ４１３ △ ９８ ８０.８

(うち１年以内返済長期借入金) ( ４９) ( ４８） (△ ０) ( ９８.０)

固 定 負 債 １，４９９ １，４４８ △ ５０ ９６.６

( う ち 長 期 借 入 金 ) ( ５８９) ( ５９８） ( ９) (１０１.６)

機構特別債券引受借入金 ２，２００ ２，２００ － １００.０

負 債 合 計 ４，２１１ ４，０６２ △１４９ ９６.５

純 資 産 合 計 ９，２５４ ９，１９３ △ ６０ ９９.３

負 債 純 資 産 合 計 １３，４６６ １３，２５６ △２１０ ９８.４

(注)1. 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

2. 平成28年度第2四半期末借入金残高647億円（うち無利子434億円）

４．個別キャッシュ･フロー計算書

(単位：億円)

平成２７年度 平成２８年度 増 減

比 率

(％)

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) ２２２ ９１ △１３０ ４１.２

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) △ １５７ △ ４１ １１５ ２６.７

フリー･キャッシュ･フロー(Ⅰ)+(Ⅱ) ６５ ４９ △ １５ ７６.２

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) １０ △ １ △ １１ －

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) ７５ ４８ △ ２７ ６３.８

現金及び現金同等物期末残高 １９５ ６８ △１２７ ３５.０

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

５．平成28年度単体業績予想

(単位：億円)

平成２８年度 平成２８年度

増 減

事 業 計 画 予 想

営 業 収 益 ９２０ ８８２ △ ３８

営 業 利 益 △ ４６５ △ ５３３ △ ６８

経 常 利 益 △ １７５ △ ２３５ △ ６０

当 期 純 利 益 △ ４４ △ ９８ △ ５４



- 3 -

６．連結損益計算書

(単位：億円)

平成２７年度 平成２８年度 増 減 比率(%)

営 業 収 益 ８５０ ８５７ ６ １００.８

営 業 費 用 ９５６ ９８３ ２６ １０２.８

営 業 利 益 △ １０５ △ １２６ △ ２０ －

営 業 外 損 益 ２５７ １４７ △ １０９ ５７.３

経 常 利 益 １５１ ２０ △ １３０ １３.９

特 別 損 益 △ １ △ ５ △ ３ －

税金等調整前四半期純利益 １４９ １５ △ １３３ １０.３

法 人 税 等 ９ ８ △ ０ ８９.５

四 半 期 純 利 益 １４０ ７ △ １３２ ５.１

非支配株主に帰属する四半期純利益 ３ ４ ０ １２５.０

親会社株主に帰属する四半期純利益 １３６ ２ △ １３３ ２.１

連結包括利益 平成27年度 △73億円 平成28年度 △98億円

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

７．セグメント情報

(単位：億円)

運輸業 小売業

不動産

ホテル業 その他 合 計 調整額

連 結 損 益

賃貸業 計算書計上額

売 上 高

平 外部顧客への売上高 470 186 124 35 40 857 - 857

成 セグメント間の

28 内部売上高又は振替高 26 0 11 0 124 163 △ 163 -

年

度 計 496 187 136 35 165 1,020 △ 163 857

セグメント利益 △ 36 5 39 4 6 18 △ 145 △ 126

売 上 高

増 外部顧客への売上高 28 8 1 △ 13 △ 18 6 - 6

セグメント間の

内部売上高又は振替高 △ 2 △ 0 △ 0 △ 0 △ 50 △ 54 54 -

減 計 26 7 0 △ 13 △ 69 △ 47 54 6

セグメント利益 △ 133 1 1 △ 0 △ 2 △ 134 113 △ 20

(注)1. セグメント利益は、営業利益を表示しております。なお、運輸業のセグメント利益は、

経営安定基金運用収益(117億円)、及び機構特別債券受取利息収益(27億円)を含めて表示して

おります。

2. 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。
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８．連結貸借対照表

(単位：億円)

平成２７年度 平成２８年度

増 減 比率(％)

期 末 第２四半期末

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産 ５７４ ５９６ ２２ １０３.９

固 定 資 産 ３，７６１ ３，７０３ △ ５７ ９８.５

経 営 安 定 基 金 資 産 ７，８１２ ７，６６０ △ １５２ ９８.１

機 構 特 別 債 券 ２，２００ ２，２００ － １００.０

資 産 合 計 １４，３４８ １４，１６０ △ １８７ ９８.７

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債 ７１０ ５７３ △ １３７ ８０.７

固 定 負 債 １，７７４ １，７９９ ２５ １０１.４

機構特別債券引受借入金 ２，２００ ２，２００ － １００.０

負 債 合 計 ４，６８４ ４，５７２ △ １１１ ９７.６

純 資 産 合 計 ９，６６３ ９，５８７ △ ７５ ９９.２

負 債 純 資 産 合 計 １４，３４８ １４，１６０ △ １８７ ９８.７

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

９．連結キャッシュ･フロー計算書

(単位：億円)

平成２７年度 平成２８年度 増 減 比率(％)

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) １８９ ９０ △ ９８ ４７.８

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) △ ２２２ △ ８２ １４０ ３６.９

フリー･キャッシュ･フロー(Ⅰ)+(Ⅱ) △ ３２ ８ ４１ －

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) １３ ２８ １５ ２１１.６

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) △ １９ ３７ ５６ －

現金及び現金同等物期末残高 ２８４ １９４ △ ９０ ６８.３

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

１０．平成28年度連結業績予想

(単位：億円)

年初業績予想

平成２８年度

増 減

予 想

営 業 収 益 １，７２５ １，６９５ △ ３０

営 業 利 益 △ ４００ △ ４４０ △ ４０

経 常 利 益 △ １２５ △ １６０ △ ３５

親会社株主に帰属する当期純利益 △ ５０ △ １２０ △ ７０
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参 考 資 料

連 結 決 算 対 象 会 社 の 概 要

運 輸 業 １３社 小 売 業 ２社

鉄 道 事 業 北 海 道 キ ヨ ス ク ㈱

㈱北海道ジェイ・アール・ビルト 札 幌 交 通 機 械 ㈱ ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ﾌﾚｯｼｭﾈｽ･ﾘﾃｰﾙ

㈱ ド ウ デ ン 北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｻｲﾊﾞﾈｯﾄ㈱

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ 札 幌 工 営 ㈱

ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ道東ﾄﾗﾍﾞﾙｻｰﾋﾞｽ㈱ 北 海 道 軌 道 施 設 工 業 ㈱

㈱北海道ｼﾞ ｪ ｲ ｱ ｰ ﾙ ･ ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾂ 北 海 道 高 速 鉄 道 開 発 ㈱

北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ運輸ｻﾎﾟｰﾄ㈱

旅客自動車運送事業 その他サービス業

ジェイ・アール北海道バス㈱ ｼﾞ ｪ ｲ ｱ ｰ ﾙ北海道ﾚﾝ ﾀ ﾘ ｰ ｽ㈱

北海道旅客鉄道㈱は、運輸業、不動産賃貸業 及び ホテル業を

営んでおります。

北 海 道 旅 客 鉄 道 ㈱

不 動 産 賃 貸 業 ２社 ホ テ ル 業 ２社 そ の 他 ６社

北海道ジェイ・アール都市開発㈱ Ｊ Ｒ 北 海 道 ホ テ ル ズ ㈱ 卸 売 業

札 幌 駅 総 合 開 発 ㈱ ㈱北海道ＪＲインマネジメント ㈱北海道ジェイ・アール商事

清 掃 整 備 業

北海道クリーン・システム㈱

広 告 業

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ

【連結決算対象会社数の推移】 情報サービス業

27年3月31日現在 28年3月31日現在 28年9月30日現在 ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｼｽﾃﾑ開発

親 会 社 １社 １社 １社 その他サービス業

子 会 社 ２８社 ２７社 ２５社 札 新 開 発 ㈱

持分法適用関連会社 １社 １社 １社 建 設 業

計 ３０社 ２９社 ２７社 (注1) 札 建 工 業 ㈱

(注)1.札建工業㈱は、持分法適用関連会社です。

2.子会社数25社には、上記概要図に記載していない、ＪＲ札幌病院に関する「匿名組合ジェイエイチ

ホスピタルアセットホールディングズ」を含めております。

3.株式売却に伴い、北海道リネンサプライ㈱を連結の範囲から除いております。

4.清算結了に伴い、旭川ターミナルビル㈱を連結の範囲から除いております。
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平成29年3月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕（連結）平成29年3月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕（連結）平成29年3月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕（連結）平成29年3月期 第2四半期決算短信〔日本基準〕（連結）

平成28年11月4日

会 社 名 北海道旅客鉄道株式会社 ＵＲＬ http://www.jrhokkaido.co.jp

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 島田 修

問合せ先責任者 (役職名) 広報部長 (氏名) 山田 浩司 (TEL)011(700)5731

(百万円未満切捨て)

１．平成29年3月期第2四半期の連結業績(平成28年4月1日～平成28年9月30日)

(１)連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売 上 高 営業利益 経常利益

親会社株主に帰属

する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期第2四半期 85,721 0.8 △12,647 - 2,096 △86.1 288 △97.9

28年3月期第2四半期 85,082 △0.7 △10,595 - 15,121 2.7 13,672 1.4

(注)包括利益 29年3月期第2四半期 △9,846百万円(-%) 28年3月期第2四半期 △7,390百万円(-%)

１株当たり 潜 在 株 式 調 整 後

四半期純利益 １株当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

29年3月期第2四半期 1,600.16 -

28年3月期第2四半期 75,956.04 -

(２)連結財政状態

総 資 産 純 資 産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

29年3月期第2四半期 1,416,090 958,798 66.8

28年3月期 1,434,854 966,376 66.6

(参考)自己資本 29年3月期第2四半期 945,623百万円 28年3月期 955,449百万円

２．配当の状況

実施しておりません。

３．平成29年3月期の連結業績予想(平成28年4月1日～平成29年3月31日)

(％表示は、対前期増減率)

売 上 高 営業利益 経常利益

親会社株主に帰属 １株当たり

する当期純利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 169,500 △1.1 △44,000 - △16,000 - △12,000 - △66,666.67

(注)直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：有・無
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※ 注記事項

(１)当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ：有・無

(２)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ：有・無

(税金費用の計算)

税金費用については、当第2四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて

計算しております。

(３)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有・無

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日。

以下「回収可能性適用指針」という。)を第１四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収

可能性に関する会計処理の方法を一部見直しております。

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに

従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から③

に該当する定めを適用した場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延

税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加算

しております。

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

(実務対応報告第32号 平成28年6月17日)を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年4月1日

以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更して

おります。

② ①以外の会計方針の変更 ：有・無

③ 会計上の見積りの変更 ：有・無

④ 修正再表示 ：有・無

(４)発行済株式数(普通株式)

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 29年3月期2Ｑ 180,000株 28年3月期 180,000株

② 期末自己株式数 29年3月期2Ｑ -株 28年3月期 -株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 29年3月期2Ｑ 180,000株 28年3月期2Ｑ 180,000株


